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上 場 会 社 名        日本ユニシス株式会社                     上場取引所    東 
コ ー ド 番 号         8056                                          本社所在都道府県 東京都 
 
（ＵＲＬ  http://www.unisys.co.jp/ ）    

代 表 者 役職名 代表取締役社長                       氏名 井 勝人 
問合せ先責任者 役職名 執行役員コーポレートコミュニケーション室長 氏名 田﨑  稔 TEL (03)5546－4111 
決算取締役会開催日 2005年10月31日 

親会社等の名称  三井物産株式会社（ほか１社）  （コード番号：8031）  親会社等における当社の議決権所有比率：28.9 ％ 
米国会計基準採用の有無  無 
 
１． 2005年9月中間期の連結業績（2005年4月1日～2005年9月30日） 
(1) 連結経営成績 

 売 上 高     営業利益 経常利益 

 百万円    ％ 百万円    ％ 百万円    ％ 

2005年9月中間期 
2004年9月中間期 

    134,528   △3.2 
    138,907    1.6 

       483   △86.8 
     3,667   221.2 

       475   △87.4 
     3,778    79.0 

2005年3月期     308,868      10,413      10,533 
 

 中間(当期)純利益 
１株当たり中間 

(当期)純利益 

潜在株式調整後１株当 

たり中間(当期)純利益 

 百万円    ％ 円  銭 円  銭 

2005年9月中間期 
2004年9月中間期 

        64  △94.1 
     1,090    51.8 

         0   61  
        10   19  

        0  61    
        －    

2005年3月期      4,716            43   34           43   33    
(注)①持分法投資損益    2005年9月中間期 － 百万円  2004年9月中間期 － 百万円  2005年3月期 － 百万円 

    ②期中平均株式数(連結) 2005年9月中間期 105,660,498株  2004年9月中間期 107,036,803株  2005年3月期 106,523,292株 

    ③会計処理の方法の変更  無 

    ④売上高、営業利益、経常利益、中間（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率 
 
(2)連結財政状態 
 総 資 産     株主資本 株主資本比率 １株当たり株主資本 

 百万円 百万円 ％ 円   銭 

2005年9月中間期 
2004年9月中間期 

234,063 
203,932 

96,674 
94,350 

41.3 
46.3 

   914    89   
885    10   

2005年3月期 222,155 96,892 43.6 916    10   
(注)期末発行済株式数(連結) 2005年9月中間期 105,666,331株  2004年9月中間期 106,598,761株  2005年3月期 105,658,036株 
 
(3)連結キャッシュ･フローの状況 

 
営 業 活 動 に よ る          
キャッシュ・フロー 

投 資 活 動 に よ る          
キャッシュ・フロー 

財 務 活 動 に よ る          
キャッシュ・フロー 

現金及び現金同等物 
期 末 残 高          

 百万円 百万円 百万円 百万円 

2005年9月中間期 
2004年9月中間期 

 3,248 
 8,568 

△7,808 
△7,228 

   3,610 
 △2,712 

25,034 
25,536 

2005年3月期 12,112 △16,671    3,633 25,983 
 
(4)連結範囲及び持分法の適用に関する事項 
   連結子会社数 11社  持分法適用非連結子会社数 0社  持分法適用関連会社数 0社 
 
(5)連結範囲及び持分法の適用の異動状況 
   連結 (新規) 1社   (除外) 0社    持分法 (新規)  0社   (除外)  0社 
 

２．2006年3月期の連結業績予想（2005年4月1日～2006年3月31日） 

 売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益 当期純利益 

 百万円 百万円 百万円 百万円 

通   期    315,000     4,000     3,700     1,700 
(参考)１株当たり予想当期純利益（通期）   15円15銭 

（注）1. 上記記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。 
   2. 上記の業績予想は、現時点での入手可能な情報による判断および仮定に基づき算定しており、リスクや不確定要素の変動およ

び経済情勢等の変化により、実際の業績は、本資料における見通しと大きく異なる可能性があることをご承知おきください。

     なお、上記の業績予想の前提条件その他の関連する事項については、添付資料の８ページをご参照ください。 

http://www.u
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  １．企業集団の状況 
 
 企業集団の状況を事業系統図で示すと以下のとおりであります。   
 
                     

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
            連結子会社        その他の関係会社 
 

※Ｇ＆Ｕシステムサービス株式会社は、２００５年９月２日に設立、２００５年１０月１日から事業活動を開始いたしました。 
 

教育サービスの提供 
人材派遣、施設管理、

人事・総務業務代行 
日本ユニシス・ 
      ビジネス㈱

   

顧                             客 

教育サービス

の提供 

日本ユニシス・  
  ラーニング㈱

コンピュータシステムの運用・管理 

ソフトウェア使用権等の許諾 

サポートサービスの

提供 

コンピュータ等の仕入 

コンサルティングからシステム構築、運

用に至るシステム関連サービスおよび

ハードウェア・ソフトウェアの提供 

日本ユニシス 
 情報システム㈱

 

インターネット 
サービスの提供 

ﾋﾞｼﾞﾈｽﾌｫｰﾑ、 
ｺﾝﾋﾟｭｰﾀ・ｻﾌﾟﾗ

ｲ商品の提供 

日本ユニシス・ 
     サプライ㈱

ネットワークの構築・設計、 
ハードウェア・ソフトウェアの

保守サービスの提供 

アウトソーシング 
サービスの提供 

㈱国際システム

日本ユニシス・ 

 ソリューション㈱

日本ユニシス・ 
ｴｸｾﾘｭｰｼｮﾝｽﾞ㈱

ソフトウェア開発の提供 

当  社 
 
日 
             

本 
 
ユ 

 
ニ 
 
シ 
 
ス 

 
㈱ 

ソ

フ

ト

ウ

ェ

ア

の

開

発

三井物産㈱ 
（仕入代行機関） 

ユニシス・ 
 コーポレーション 

ユニアデックス㈱ 

 ㈱ﾄﾚｰﾄﾞﾋﾞｼﾞｮﾝ 

 ㈱エイタス 

※Ｇ＆Ｕシステム

サービス㈱                                                     
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２．経営方針 
 
（１）経営の基本方針および目標とする経営指標 

日本ユニシスグループは、上流コンサルティングからシステム設計、構築、保守サポ

ートまでワンストップでのサービス提供を行います。このため、日本ユニシス㈱、ユニ

アデックス㈱、日本ユニシス・ソリューション㈱の三位一体での密接な連携により、シ

ームレスで高品質なサービスを提供すべくグループ一丸となって努力を続けております。 
当中間期は、コンサルティングサービスなどの上流アプローチによる新規顧客の獲得

や、未開拓市場への進出に注力した結果、新規分野の受注も順調に伸びております。特

に、今年度の注力分野である「金融市場」において、新たな金融機関勘定系システムの

アウトソーシングの採用決定をいただくなど、日本ユニシスグループを成長軌道に乗せ

る礎を築きつつあります。 
さらに、「経営とITの融合」を実現し、「市場環境の変化」に柔軟に対応してビジネス

チャンスをお客様と共に創り出すために、経営基盤の更なる強化、人材育成、アウトソ

ーシングを含む開発投資の拡大を進めております。 
また、コスト構造改革に継続的に取り組み、さらに経営の効率化を推進いたします。 
今年度（２００６年３月期）の連結売上高は３，１５０億円、連結営業利益は４０億

円をそれぞれ目標としております。 
 

（２）会社の利益配分に関する基本方針 
当社は、経営の効率化による収益力の向上と財務体質の強化を通じて企業価値の増大

に努めております。利益配分につきましては、内部留保資金によって競合力の高い商品

の企画／開発および戦略的な投資を積極的に推進すると同時に、安定的な利益配当を行

うことを基本方針としています。 
 

（３）コーポレート・ガバナンスに関する考え方および施策の実施状況 
＜コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方＞ 
日本ユニシスグループは、経営環境の変化に対応した迅速な意思決定、責任の明確化

および事業の透明性の向上を目指し、コーポレート・ガバナンスの強化に取り組んでお

ります。 
当社グループが良き企業市民として社会の持続的発展に貢献していくための行動規範

である「日本ユニシスグループ企業行動憲章」には、コーポレート・ガバナンスに関し

次のように定めております。 
【コーポレート・ガバナンス（企業統治）の強化、充実】 
日本ユニシスグループは、継続的に企業価値を高めていくために、内部統制等の体制

を整備し、コーポレート・ガバナンスの強化・充実に努めます。 
①日本ユニシスグループは、グループ全体で倫理性・透明性の高いコーポレート・ガ

バナンス体制を維持・強化します。 
②企業情報を適時適切に開示し、経営の透明性を図ります。 
③日本ユニシスグループの経営に重大な影響を及ぼす様々なリスクに的確に対処しま
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す。リスクが発生した場合、またはリスクが発生するおそれのある場合には、迅速

かつ的確な対応を図ります。 
 
＜コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況＞ 
 ２００５年１０月１日付をもって、ユニアデックス㈱および日本ユニシス・ソ 
リューション㈱両社の社長を当社執行役員として任命いたしました。すなわち、両

社の経営は当社執行役員としての業務執行と位置づけ、当社、ユニアデックス㈱お

よび日本ユニシス・ソリューション㈱の三位一体での経営を推進する方向を明確に

いたしました。 

 

※当社のコーポレート・ガバナンス体制の模式図は以下のとおりであります。 

 

 

取締役会 監査役 
（監査役会）

経営委員会 グループ戦略会議 執行役員会 
答申 

会計監査人 

株主総会 

監査室 

内部監査 

監督 

選任 

コンプライアンス委員会 
リスク管理委員会 

総合セキュリティ委員会 

事業部門、グループ会社 

（執行役員） 

選任 選任 

（業務執行） 

会
計
監
査 CSR委員会 

協議等 

監査 

社 長 
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（４）親会社等に関する事項 
  ①親会社等の商号等 

 
②親会社等との取引に関する事項 
当社は、ユニシス・コーポレーション製のコンピュータ等の販売に関する日本総代

理店であり、日本国内における当該コンピュータ等の輸入販売、保守サービスを行う

とともに、ユニシス・コーポレーションより商標使用権の設定および技術情報、技術

援助の提供を受けております。当該取扱製品の提供先でありますユニシス・コーポ 
レーションからの仕入については、三井物産㈱を仕入代行機関としております。 

 
（５）会社の対処すべき課題 

企業のIT投資は上向きになっておりますが、ハードウェアを中心とした価格低下の傾

向は依然として続いております。 
市場環境が変化する中で、日本ユニシスグループは、市場ニーズを的確に把握した高

品質なサービス、ソリューションによる差別化を図るため、研究開発および人材育成へ

の投資を積極的に推進してまいります。また、さらに弛まぬコスト構造改革と財務体質

の強化により、持続的に成長する企業としての基盤強化に努めてまいります。 

親会社等 属性 
親会社等の議

決権所有割合 
（％） 

親会社等が発行する株券

が上場されている証券取

引所等の商号又は名称 

三井物産株式会社 

上場会社が他の会

社の関連会社であ

る場合における当

該他の会社 

２８．９ 

東京、大阪、名古屋（以上

各市場第一部）、札幌、福

岡、各証券取引所、米国ナ

スダック（ADR） 

ユニシス・コーポレーション 

上場会社が他の会

社の関連会社であ

る場合における当

該他の会社 

２８．９ 

ニューヨーク、スイス、ア

ムステルダム、ブリュッセ

ル、ロンドン各証券取引所 
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３．経営成績および財政状態 
 
１．経営成績 
（１）当中間期の概況 

当中間期のわが国経済は順調な景気回復傾向を示しており、企業のIT投資意欲も、シ

ステムサービス分野を中心として、回復の傾向を示しております。しかしながら、石油

を中心とした原材料価格の値上がり、海外市場からの需要の先行き不安など、企業を取

り巻く環境は、不安定な要因を残しております。 
 
このような環境下、日本ユニシスグループは、２００５年度からの２年間にわたる中

期経営計画「Marching Plan」のもと、グループ各社の「専門性と生産性の向上」に継続

的に取り組むほか、将来の安定基盤を確立するためのアウトソーシング事業、競争優位

性を高めるための研究開発投資、事業の成長に向けた人材育成など、将来の成長基盤構

築に向けて積極的に取り組んでおります。 
 
企業にとってのITは従来の業務効率化の役割から、経営の重要な意思決定の支援を担

う機能となっており、日本ユニシスグループでは、従来から経営課題解決に向けた「上

流アプローチ」の強化を行っております。さらに、上流アプローチから、当社の強みで

ある高品質な「ワンストップ・サービス」につなげ、「ITサービスのリーディング・カン

パニー」となるべく、日本ユニシスグループ各社が一体となって取り組んでおります。 
 
顧客市場別に見ますと、金融業界では、経営環境好転、業績向上、規制緩和に基づく

異業種参入等を背景としてIT需要が活況となりつつあり、当社の金融市場向けソリュー

ション戦略も順調に進展しております。流通業界では、当社の強みであるDM(ダイレクト
マーケティング)業界向けビジネスに加えて、CRM(Customer Relationship Management)、

低温物流業界での強みを確立しつつあり、新規顧客からの大口受注につながっておりま

す。また、テクノロジ分野では、先行しているユビキタス技術（ICタグ、おサイフケ－

タイ®等）が実際の業務に使われ始め、新たな事業への展開が始まっております。そして、

メインフレームで培われた高度な技術の集大成であるミッションクリティカルなシステ

ム基盤（MIDMOST®）の開発をとおして、さらなるオープン環境への適用を行っております。

また、PFI事業や特定市場へのサービス展開を目的としたお客様の情報システム部門との

合弁会社設立など、新たなスキームによる新事業への進出にも積極的に取り組んでまい

りました。 
 
なお、既にお知らせしておりますとおり、今般、「ユニシス・コーポレーションに対す

る技術情報・技術援助の提供料および商標使用料の改定」を行いました。当社は設立当

初よりユニシス・コーポレーションのユニシス製コンピュータ等に関する日本総代理店

となっており、当該代理店契約に関連し、技術情報・技術援助の提供および商標使用権

の設定に関する契約を締結しておりますが、当期はこの商標使用権等の対価の更改時期

にあたるため、最近の日本市場における環境変化を考慮し、契約条件の見直しを行って
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まいりましたが、基本事項につき合意に達し、契約を締結いたしました。 
変更の内容としては、商標使用権等に関し、期限の定めのない使用許諾の対価を２年

間で一括して支払う契約に変更いたしました。また、顧客に対するサポート・サービス

に必要な高度な技術支援ならびに技術情報の提供の対価については、一定額を毎期支払

うことといたしました。 

 

＜変更契約の内容＞ 

  ① 商標使用権等の設定、提供 

     対 価  ： 一括使用許諾料 ２２５百万ドル 

契約期間 ： ２００５年４月１日より発効（期限の定めはない） 

支払時期 ： ２００５年１０月 １１２.５百万ドル 

       ２００６年１０月 １１２.５百万ドル 

② サポート・サービスに必要な高度な技術支援ならびに技術情報の提供 

   対 価  ： 年額２０百万ドル（５年後更新時見直し） 

        契約期間 ： ２００５年４月１日より５年間（５年後更新） 
支払時期 ： 四半期毎に精算 

 
当中間期の連結業績につきましては、システムサービスを中心にサービス売上が増加

しましたが、ソフトウェアおよびハードウェアではメインフレーム関連の売上の減少等

により、売上高合計は１，３４５億２８百万円（前年同期比３．２％減）となりました。

利益面につきましては、サービス生産性向上および各種経費の抑制を推進したことによ

り改善したものの、ユニシス・コーポレーションに対する技術情報・技術援助の提供料

および商標使用料の改定による一時的な費用負担増約２４億円の影響により、営業利益

は４億８３百万円（前年同期比８６．８％減）、経常利益は４億７５百万円（前年同期比

８７．４％減）、中間純利益は６４百万円（前年同期比９４．１％減）となりました。売

上構成別に見ますと、サービス売上はシステムサービスが好調であったことに加え、ア

ウトソーシングビジネスも順調に推移したことから、前年同期比５４億４２百万円増加

の８３９億８３百万円（前年同期比６．９％増）となりました。一方、メインフレーム

関連売上の減少等により、ソフトウェア売上は、前年同期比４０億９０百万円減少の   
１９４億４１百万円（前年同期比１７．４％減）となり、ハードウェア売上は、前年同

期比５７億３０百万円減少の３１１億４百万円（前年同期比１５．６％減）となりまし

た。 
なお、売上構成比は、サービス売上は６２．４％（前年同期５６．６％）、ソフトウェ

ア売上は１４．５％（前年同期１６．９％）、ハードウェア売上は２３．１％（前年同期

２６．５％）となりました。 
 
中間配当金につきましては、通期の見通し等を勘案するとともに、株主の皆様への安

定的な利益還元を念頭におき、前年中間期と同様、１株につき３円７５銭といたしまし

た。 
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（２）通期の見通し 

通期の見通しにつきましては、ハードウェア、ソフトウェアの販売価格下落や、メイ

ンフレーム関連の売上減少が予想されますが、サービスが順調に推移していることから、

売上高全体では期初計画どおりの３，１５０億円を見込んでおります。 
利益面につきましては、ユニシス・コーポレーションに対する技術情報・技術援助の

提供料および商標使用料の改定による費用負担増の影響約３６億円や、競合激化に伴う

ハードウェアおよびソフトウェア売上の伸び悩みと利益率の低下、システムサービスに

おける不採算案件の発生やサポート・サービス契約の減少が予想されることから、先に

発表いたしました業績予想の修正のとおり、営業利益は４０億円、経常利益は３７億円、

当期純利益は１７億円をそれぞれ見込んでおります。 
 

２．財政状態 
当中間期の現金及び現金同等物（以下、「資金」という）につきましては、営業用コン

ピュータの取得等の投資活動における資金需要が、営業活動により得られた資金を上回

ったことから、これをコマーシャル・ペーパーの発行等による財務活動によりまかない

ました。その結果、現金及び現金同等物は期首残高に比べ９億４９百万円減少し、中間

期末残高は２５０億３４百万円となりました。 
営業活動により得られた資金は、３２億４８百万円（前年同期比５３億２０百万円減）

となりました。内訳としましては、税金等調整前中間純利益３億４８百万円（前年同期

比１７億９６百万円減）、非現金支出費用であります減価償却費７３億４百万円（前年同

期比１８億２４百万円減）、売掛金の回収による売上債権の減少１６４億５３百万円（前

年同期比５１億９７百万円減）、および仕入債務の増加１５６億９５百万円（前年同期比

２５０億８８百万円増）により増加し、「その他」に含まれる商標権使用料等に関する前

払費用の増加１８９億５８百万円により減少したこと等であります。 
投資活動により支出した資金は、７８億８百万円（前年同期比５億８０百万円増）と

なりました。内訳としましては、営業用コンピュータ等の有形固定資産の取得２１億  

８７百万円（前年同期比４億５１百万円減）および、販売用およびアウトソーシング用

ソフトウェア等の無形固定資産の取得５６億８０百万円（前年同期比５億８７百万円増）

の支出等であります。 
財務活動による資金は、３６億１０百万円の収入（前年同期は２７億１２百万円の支

出）となりました。内訳としましては、コマーシャル・ペーパーの発行による収入８０

億円（前年同期比８０億円増）、および長期借入金の返済による支出３９億３９百万円（前

年同期比２２億６２百万円増）等であります。 
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 2005年9月 

中間期 

2004年9月 

中間期 

2003年9月 

中間期 

株主資本比率（％） ４１．３ ４６．３ ４５．７ 
時価ベースの株主資本比率（％） ５０．２ ４３．３ ４６．１ 
債務償還年数（年） ６．９ ２．０ １．６ 
インタレスト・カバレッジ・レシオ １３．３ ３６．３ ４４．３ 
（注）株主資本比率：株主資本／総資産 
   時価ベースの株主資本比率：株式時価総額／総資産 
   債務償還年数：有利子負債／営業キャッシュ・フロー 
   インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い 

   ※上記指標は、いずれも連結ベースの財務数値により算出しております。 
 

３．事業等のリスク 

 当社グループの主な事業等のリスクは次のとおりです。 

 

（１）経済動向および市場環境による影響 

当社グループが属する情報サービス産業においては、企業の情報化投資は徐々に回

復しつつあるものの、ユーザ企業のコスト削減、投資対効果（ROI）重視の姿勢強化な

どから、IT製品、サービスの価格は引き続き低下傾向にあります。こうした市場環境

のもと、予想を超える価格競争の激化や技術革新への対応が遅れる等の事態が発生し

た場合、当社の財政状態および経営成績は影響を受ける可能性があります。 

 

（２）プロジェクト管理に関するリスク 

当社グループは、多数のシステム開発を行っておりますが、競争激化の中で短納期、

複雑化、大型化した案件が増加している状況において、その中の案件において開発プ

ロセスに問題が生じた場合に、その修復に大きな費用を要し、コストオーバーとなる

リスクがあります。このため、プロジェクト管理体制の一層の強化により、コストオ

ーバーの予防と早期発見のための施策を実施し、発生防止に努めております。 

 

（３）為替変動リスク 

当社は、ユニシス・コーポレーション製のコンピュータ等の販売に関する日本総代

理店であり、日本国内における当該コンピュータ等の輸入販売を行っております。こ

のことから、当社グループの外貨建仕入高は当中間期において５０億６０百万円とな

っており、これは為替変動の影響を受けることとなります。このため、為替予約等に

よるリスクヘッジを行っております。 

 

（４）情報管理に関するリスク 

当社グループは事業活動を通じ、当社グループ自身の情報はもとより、情報システ
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ムの開発、提供にあたり、多くのお客様の秘密情報、お客様が保有する個人情報に接

する機会を有しております。そのため情報管理はIT産業に身をおく当社グループの最

重要課題と認識し、その管理には万全を期しております。しかしながら、万が一の予

期せぬ事態による流出に対応するため、一定額までの保険を付保しておりますが、そ

れ以上の多額の対応費用を要したり、社会的信用の失墜により、経営成績に影響を与

える可能性があります。 

 

（５）知的財産権に関するリスク 

当社グループは事業を遂行する上で、多くのコンピュータ・プログラムに関する知

的財産権を利用しております。このためライセンスの取得、維持が予定どおり行われ

なかった場合は、当社グループの事業活動に影響を及ぼす可能性があります。 

また、コンピュータ・プログラムに関する知的財産権に関する訴訟において当社グ

ループが当事者となる可能性があり、その結果、費用が発生し、当社グループの経営

成績に影響を与える可能性があります。 

 

（６）自然災害等のリスク 

地震等の自然災害により、当社グループの主要な事業所等が壊滅的な損害を被った

場合は、その修復または代替のために巨額な費用を要するとともに、販売等に大きな

影響を与えるため、当社グループの経営成績に影響を与える可能性があります。 

 

（７）重要な関係会社との関係 

当社は三井物産㈱およびユニシス・コーポレーションの関連会社であり、両社は当

社における議決権を各々２８．９％有しております。 
当社は、ユニシス・コーポレーション製のコンピュータ等の販売に関する日本総代

理店であり、日本国内における当該コンピュータ等の輸入販売、保守サービスを行う

とともに、ユニシス・コーポレーションより商標使用権の設定および技術情報、技術

援助の提供を受けております。当該取扱製品の提供先でありますユニシス・コーポレ

ーションからの仕入については、三井物産㈱を仕入代行機関としております。ユニシ

ス・コーポレーションとの取引関係はこれまで安定的に推移しておりますが、万が一

このような取引関係が継続困難となった場合には、当社グループの経営成績に影響を

与える可能性があります。 
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４．中間連結財務諸表等 
 

中間連結損益計算書 

 

当中間期 前年中間期 前期 
科目 

2005.4.1～2005.9.30 2004.4.1～2004.9.30 2004.4.1～2005.3.31 

  百万円 百万円 百万円 

     

売上高  １３４，５２８ １３８，９０７ ３０８，８６８ 
     
売上原価  １０４，２０５ １０２，７８１ ２３２，９４１ 
     

売上総利益  ３０，３２２ ３６，１２５ ７５，９２７ 
     
販売費及び一般管理費  ２９，８３９ ３２，４５８ ６５，５１４ 

     
営業利益  ４８３ ３，６６７ １０，４１３ 

     
営業外収益     
受取利息及び受取配当金  １３４ １３７ ２０８ 
上場有価証券売却益  ６０ １１９ ２０７ 
その他  １０８ １９２ ３３３ 
     

営業外費用     
支払利息  ２３０ ２３５ ４６３ 
その他  ８０ １０２ １６６ 
     
経常利益  ４７５ ３，７７８ １０，５３３ 

     

特別利益     

固定資産売却益  １０ １５ １６ 
投資有価証券売却益  － ２６８ ２７１ 
その他  ２５ － １７ 
     

特別損失     

固定資産売廃却損  ４０ ３３ ７２ 
投資有価証券評価損  １１６ ６８ ８０ 
特別退職支援金  － １，２９１ １，２９１ 
電話加入権臨時償却額  － ３０４ ３０４ 
その他  ７ ２１９ ２８２ 
     

税金等調整前中間(当期)

純利益 

 
３４８ ２，１４４ ８，８０８ 

     
法人税、住民税及び事業税  ８９６ ８０９ ２，６９１ 
法人税等還付額  － △２０３ △２０３ 
法人税等調整額  △６３８ ４３５ １，５６１ 
     
少数株主利益  ２５ １３ ４１ 
     
中間(当期)純利益  ６４ １，０９０ ４，７１６ 
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中間連結貸借対照表 

 

当中間期 前年中間期 前期 
科目 

2005.9.30 2004.9.30 2005.3.31 

 百万円 百万円 百万円 

(資産の部)    
    

流動資産    
    
現金及び預金 ２５，０４４ ２５，５７５ ２５，９９３ 
受取手形及び売掛金 ６８，６９６ ６２，０２７ ８５，１４９ 
たな卸資産 ２３，５１５ １７，００８ １５，２１５ 
繰延税金資産 ８，４１７ １０，８０７ ９，０６７ 
前払費用 １７，２６２ ５，１９１ ４，１１１ 
その他 ２，０９７ ９２４ １，０７５ 
貸倒引当金 △８４ △７４ △９５ 

流動資産合計 １４４，９５０ １２１，４６０ １４０，５１８ 

    
    

固定資産    
    
有形固定資産    
    
機械装置及び運搬具 １３，１５４ １７，５１１ １５，０８７ 
その他 ７，０８５ ７，６７３ ７，３８８ 

有形固定資産合計 ２０，２４０ ２５，１８４ ２２，４７６ 

    
無形固定資産    
    
ソフトウェア ２１，８２８ １７，６０２ １９，４１９ 
その他 １２５ １７９ １４４ 

無形固定資産合計 ２１，９５３ １７，７８２ １９，５６４ 

    
投資その他の資産    
    
投資有価証券 ９，０８８ ８，０３５ ８，８５８ 
繰延税金資産 ９，５３９ ７，７００ ８，０２７ 
前払年金費用 １１，１７４ １２，７６３ １１，８５９ 
その他 １７，６３０ １１，５３９ １１，３８０ 
貸倒引当金 △５１４ △５３３ △５２８ 

投資その他の資産合計 ４６，９１８ ３９，５０５ ３９，５９６ 

固定資産合計 ８９，１１２ ８２，４７２ ８１，６３６ 

    

資産合計 ２３４，０６３ ２０３，９３２ ２２２，１５５ 
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当中間期 前年中間期 前期 
科目 

2005.9.30 2004.9.30 2005.3.31 

 百万円 百万円 百万円 

(負債の部)    
    
流動負債    

支払手形及び買掛金 ５５，２７１ ３３，５３３ ３９，５５５ 
短期借入金 １，０１０ ９８３ ９９４ 
長期借入金(1年以内) ５，２４４ ７，８９１ ８，４４６ 
コマーシャル・ペーパー １４，０００ － ６，０００ 
未払法人税等 ７２２ ９３７ ２，１０１ 
未払費用 １１，６４３ １２，１７８ １４，５３３ 
引当金 ９４０ １，１４７ １，０６７ 
その他 １６，４２１ １８，０７３ １６，７２６ 

流動負債合計 １０５，２５３ ７４，７４４ ８９，４２４ 

    
固定負債    

社債 ８，０００ ８，０００ ８，０００ 
長期借入金 １４，６３７ １４，０８１ １５，３７５ 
繰延税金負債 ８９４ ６２８ ５２９ 
退職給付引当金 １，７６８ ２，０１６ １，８８６ 
その他の引当金 ５１３ ４１４ ４８１ 
その他 ５，７１９ ９，１２１ ９，０１３ 

固定負債合計 ３１，５３４ ３４，２６２ ３５，２８６ 

負債合計 １３６，７８８ １０９，００７ １２４，７１１ 

少数株主持分 ６００ ５７４ ５５１ 

(資本の部)    

    
資本金 ５，４８３ ５，４８３ ５，４８３ 
    
資本剰余金 １５，２８２ １５，２８１ １５，２８１ 
    
利益剰余金 ７６，９５９ ７４，１６４ ７７，３９０ 
    
その他有価証券評価差額金 ２，３５３ １，８７７ ２，１５０ 
    
自己株式申込証拠金 ０ － － 
    
自己株式 △３，４０６ △２，４５５ △３，４１３ 

資本合計 ９６，６７４ ９４，３５０ ９６，８９２ 

負債、少数株主持分 

及び資本合計 
２３４，０６３ ２０３，９３２ ２２２，１５５ 
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中間連結剰余金計算書 

 

当中間期 前年中間期 前期 
科目 

2005.4.1～2005.9.30 2004.4.1～2004.9.30 2004.4.1～2005.3.31 

 百万円 百万円 百万円 

    

（資本剰余金の部）    

    

資本剰余金期首残高 １５，２８１ １５，２８１ １５，２８１ 
    
資本剰余金増加高 ０ － －  
    
自己株式処分差益 ０ － －  

    
資本剰余金中間期末（期末）残高 １５，２８２ １５，２８１ １５，２８１ 
    

（利益剰余金の部）    
    
利益剰余金期首残高 ７７，３９０ ７３，５４２ ７３，５４２ 
    
利益剰余金増加高 ６４ １，０９０ ４，７１６ 
    
中間（当期）純利益 ６４ １，０９０ ４，７１６ 

    
利益剰余金減少高 ４９５ ４６８ ８６８ 
    
配当金 ３９６ ４０１ ８０１ 
取締役賞与 ９９ ６６ ６６ 

    
利益剰余金中間期末（期末）残高 ７６，９５９ ７４，１６４ ７７，３９０ 
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中間連結キャッシュ・フロー計算書 
 

当中間期 前年中間期 前期 
項目 

2005.4.1～2005.9.30 2004.4.1～2004.9.30 2004.4.1～2005.3.31 

 百万円 百万円 百万円 

営業活動によるキャッシュ・フロー    

税金等調整前中間(当期)純利益 ３４８ ２，１４４ ８，８０８ 

減価償却費 ７，３０４ ９，１２８ １８，３６３ 

固定資産売却益 △１０ △１５ △１６ 

投資有価証券売却益 △６０ △３８７ △４７９ 

引当金の減少額 △２３８ △１３６ △２６３ 

売上債権の増減額 １６，４５３ ２１，６５０ △１，４７１ 

たな卸資産の増加額 △８，２９９ △６，０３５ △４，２４２ 

仕入債務の増減額 １５，６９５ △９，３９３ △３，３６０ 

その他 △２５，５７１ △５，５８５ △１，５７８ 

小計 ５，６１９ １１，３７０ １５，７５８ 

利息及び配当金の受領額 １３５ １３７ ２０６ 

利息の支払額 △２４３ △２３６ △４６３ 

法人税等の支払額 △２，２６１ △２，７０３ △３，３８９ 

営業活動によるキャッシュ・フロー ３，２４８ ８，５６８ １２，１１２ 

    

投資活動によるキャッシュ・フロー    

有形固定資産の取得による支出 △２，１８７ △２，６３８ △５，４０９ 

有形固定資産の売却による収入 ３０ ４２ ２１ 

無形固定資産の取得による支出 △５，６８０ △５，０９２ △１１，４８１ 

投資有価証券の取得による支出 △４０ △６６ △４５１ 

投資有価証券の売却による収入 ６９ ４２３ ５５４ 

その他 △０ １０４ ９５ 

投資活動によるキャッシュ・フロー △７，８０８ △７，２２８ △１６，６７１ 

    

財務活動によるキャッシュ・フロー    

短期借入金の純増減額 １６ △１５７ △１４６ 

長期借入れによる収入 － １００ ５，９００ 

長期借入金の返済による支出 △３，９３９ △１，６７７ △５，６２９ 

コマーシャル・ペーパーの純増加額 ８，０００ － ６，０００ 

自己株式の取得による支出 △０ △４７６ △１，４３３ 

ストックオプションの権利行使による収入 ９ － － 

配当金の支払額 △３９５ △４０１ △８０２ 

その他 △７８ △１０１ △２５５ 

財務活動によるキャッシュ・フロー ３，６１０ △２，７１２ ３，６３３ 

現金及び現金同等物の減少額 △９４９ △１，３７２ △９２５ 

現金及び現金同等物の期首残高 ２５，９８３ ２６，９０９ ２６，９０９ 

現金及び現金同等物中間期末(期末)残高 ２５，０３４ ２５，５３６ ２５，９８３ 
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中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

 

１.連結の範囲に関する事項 

 

（１）連結子会社の数 １１社 

 

ユニアデックス㈱ 

日本ユニシス・ソリューション㈱  

日本ユニシス・エクセリューションズ㈱他 

  なお、Ｇ＆Ｕシステムサービス㈱を２００５年９月２日に設立し、当中間期より新たに連結子会社に含めております。 

 

（２）非連結子会社の数 ３社 

 

非連結子会社（ＮＵＬシステムサービス・コーポレーション、他２社）の総資産、売上高、中間純損益（持分に見

合う額）および利益剰余金（持分に見合う額）等は、いずれも中間連結財務諸表に及ぼす影響が軽微であるため、

連結の範囲から除いております。 

 

２.持分法の適用に関する事項 

 

持分法適用の非連結子会社および関連会社はありません。 

非連結子会社および関連会社（㈱ユニスタッフ、他３社）は、それぞれ中間純損益および利益剰余金等に及ぼす影

響が軽微であり、かつ、全体としても重要性がないため、これらの会社に対する投資については持分法を適用せず、

原価法によっております。 

 

３.会計処理基準に関する事項 

 

（１）重要な資産の評価基準及び評価方法 

               

① 有価証券  

その他有価証券 

イ． 時価のあるもの  中間期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部資本直入法によ

り処理し、売却原価は移動平均法により算定しております。） 

ロ． 時価のないもの  移動平均法による原価基準 

② デリバティブ 時価法 

③ たな卸資産 

イ． 販売用コンピュータ  主として移動平均法による原価基準 

ロ． 保守サービス用部品他  移動平均法による原価基準 

 

（２）重要な減価償却資産の減価償却の方法 

 

① 営業用コンピュータ 

   (機械装置及び運搬具) 

 営業利用目的に対応し５年で残存価額が零となる方法によっております。 

② 建物及び構築物 

   (有形固定資産のその他) 

 定率法によっております。ただし、連結子会社日本ユニシス・サプライ㈱の一

部の工場設備、および１９９８年４月１日以降に取得した建物（附属設備を除

く）については定額法によっております。 

なお、耐用年数は６年～５０年であります。 

③ ソフトウェア      

イ．市場販売目的の 

ソフトウェア 

 見込販売収益に基づく償却額と見込販売可能期間に基づく均等配分額とを比

較し、いずれか大きい額を計上する方法によっております。 

なお、見込販売可能期間は原則として３年と見積っております。 

ロ．自社利用の 

ソフトウェア 

 見込利用可能期間に基づく定額法によっております。 

なお、見込利用可能期間は原則として５年と見積っております。 
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（３）重要な引当金の計上基準 

 

①貸倒引当金 売掛金等債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒

実績率法により、貸倒懸念債権および破産更生債権等については個別に回

収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

 

②退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務および年金 

(前払年金費用) 資産の見込額に基づき、当中間期末において発生していると認められる額

を計上しております。 

なお、会計基準変更時差異については１０年による均等額を費用処理して

おります。 

数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定

の年数(１０年)による定額法により翌会計年度から費用処理しております。 

過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年

数（１０年）による定額法により費用処理しております。 

 

（４）重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算基準 

 

外貨建金銭債権債務は、当中間期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しており

ます。 

 

（５）重要なリース取引の処理方法 

 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

 

（６）重要なヘッジ会計の方法 

 

①ヘッジの会計の方法 

繰延ヘッジ処理によっております。なお、振当処理の要件を満たしている為替予約については振当処理に、特

例処理の要件を満たしている金利スワップについては特例処理によっております。 

②ヘッジ手段とヘッジ対象 

商品輸入の予定取引に関する為替変動リスクに対して為替予約および通貨オプションを、変動金利の短期借入

金の金利変動リスクに対して金利スワップをそれぞれヘッジ手段として、ヘッジ取引を行っております。 

③ヘッジ方針 

ヘッジ取引は、ヘッジ対象の範囲内で為替変動リスクおよび金利変動リスクをヘッジする手段として行い、投

機目的やトレーディング目的のデリバティブ取引は行わない方針であります。 

④ヘッジ有効性の評価の方法 

ヘッジの有効性の判定は、原則としてヘッジの開始時から有効性判定時点までの期間において、ヘッジ対象の

相場変動またはキャッシュ・フロー変動の累計とヘッジ手段の相場変動またはキャッシュ・フロー変動の累計

とを比較し、両者の変動額等を基礎にして判断しております。ただし、特例処理によっている金利スワップに

ついては、有効性の評価を省略しております。 

 

（７）消費税等の会計処理 

 

税抜方式を採用しております。 
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４. 中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

 

中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）の範囲は、手許現金、随時引き出し可能

な預金および容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得日から３ヶ月以内

に償還期限の到来する短期投資であります。 
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中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

 当中間期より、固定資産の減損に係る会計基準（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見書」（企

業会計審議会 平成14年8月9日）および「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指

針第6号 平成15年10月31日）を適用しております。 

 なお、これによる損益への影響はありません。 

 

追加情報 

 当社は、設立当初よりユニシス・コーポレーションのユニシス製コンピュータ等に関する日本総代理店となって

おり、当該代理店契約に関連し、技術情報・技術援助の提供および商標使用権の設定に関する契約を締結しており

ます。 

 当期はこの商標使用権等の対価の更改時期にあたるため、最近の日本市場における環境変化を考慮し、契約条件

の見直しを行ってまいりましたが、基本事項につき合意に達し、２００５年１０月６日に契約を締結いたしました。 

 変更の内容としては、商標使用権等に関し、期限の定めのない使用許諾の対価を一括して支払う契約に変更致し

ました。また、顧客に対するサポート・サービスに必要な高度な技術支援ならびに技術情報の提供の対価について

は、一定額を毎期支払うことといたしました。 

 なお、商標使用権等の一括使用許諾料については、２００７年３月期についても当期と同様の費用負担が発生し

ますが、２００８年３月期以降についての費用負担はなくなります。 

 

（変更契約の内容） 

(a) 商標使用権等の設定、提供 

 対 価 ： 一括使用許諾料      ２２５百万米ドル 

 契 約 期 間 ： ２００５年４月１日より発効（期限の定めなし） 

 支 払 時 期 ： ２００５年１０月    １１２．５百万米ドル 

   ２００６年１０月    １１２．５百万米ドル 

   

(b) サポート・サービスに必要な高度な技術支援ならびに技術情報の提供 

 対 価 ： 年間２０百万米ドル（５年後更新時に見直し） 

 契 約 期 間 ： ２００５年４月１日より５年間（５年後更新） 

 支 払 時 期 ： 四半期毎に精算 

 

（変更契約に係る会計処理） 

(a) 商標使用権等の一括使用許諾料 

   ２００５年４月１日より２年間で費用処理 

(b) サポート・サービス料 

   毎期、経過期間分を費用処理 

 

 なお、当該契約締結に関連して中間連結損益計算書および中間連結貸借対照表に計上した額は、以下のとおりで

あります。 

 

(中間連結損益計算書)  

  売上原価   ７３億４５百万円（６６．２５百万米ドル） 

  

(中間連結貸借対照表)  

  流動資産  

    前払費用 １２５億９２百万円（１１２．５百万米ドル） 

  投資その他の資産  

    その他（長期前払費用）   ６３億６６百万円（５６．２５百万米ドル） 

  流動負債  

    支払手形及び買掛金 ２６３億  ４百万円（２３５百万米ドル） 
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注記事項 

中間連結貸借対照表関係 

 

 当中間期 前年中間期 前期 

１．有形固定資産の                                                                   

減価償却累計額 
７９，５３２百万円 ９８，６５８百万円 ８０，５６３百万円 

    

２．保証債務 ３，８３９百万円 ４，５３８百万円 ４，１３６百万円 

                                                                                          

 
中間連結キャッシュ・フロー計算書関係 

 

現金及び現金同等物の中間期末（期末）残高と中間（前期）連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

                                                                                          

  当中間期  前年中間期  前期 

  百万円  百万円  百万円 

現金及び預金勘定  ２５，０４４  ２５，５７５  ２５，９９３ 

預入期間が３ヶ月を超える定期預金      △１０  △３８  △１０ 

現金及び現金同等物  ２５，０３４  ２５，５３６  ２５，９８３ 

 

セグメント情報 

 

（１）事業の種類別セグメント情報 

 

当中間期、前年中間期および前期については、当社グル－プは、コンピュ－タ、ソフトウェア、その他関連商

品ならびにこれらに関する各種サ－ビスを提供する単一事業区分の業務を営んでいるため、事業の種類別

セグメント情報の記載を行っておりません。 

 

（２）所在地別セグメント情報 

 

当中間期、前年中間期および前期については、在外連結子会社および在外支店がないため、所在地別セグメン

ト情報の記載を行っておりません。 

 

（３）海外売上高 

 

当中間期、前年中間期および前期については、連結売上高に対する海外売上高の割合が僅少のため、海外売

上高の記載を省略しております。 

 

リース取引 

 

ＥＤＩＮＥＴにより開示を行うため記載を省略しております。 
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有価証券 

 

Ⅰ．当中間期末 

 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

  取 得 原 価 中間連結貸借対照表計上額 差     額 

 百万円 百万円 百万円 

株式 ３，２８４ ７，２４５ ３，９６１ 

 

 ２．時価のない有価証券の主な内容および中間連結貸借対照表計上額 

その他有価証券 

非上場株式 １，３９５百万円 

債券 １００百万円 

その他 ３２百万円 

 

 

Ⅱ．前年中間期末 

 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

  取 得 原 価 中間連結貸借対照表計上額 差     額 

 百万円 百万円 百万円 

(1)株式 ３，２９８ ６，４５９ ３，１６０ 

(2)債券 ２９ ２９ △０ 

計 ３，３２８ ６，４８９ ３，１６０ 

        

 ２．時価のない有価証券の主な内容および中間連結貸借対照表計上額 

その他有価証券 

非上場株式 １，４４９百万円 

 

 

Ⅲ．前期末 

 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

  取 得 原 価 連結貸借対照表計上額 差     額 

 百万円 百万円 百万円 

(1)株式 ３，２９２ ６，９１５ ３，６２２ 

(2)債券 １００ １００ － 

計 ３，３９２ ７，０１５ ３，６２２ 

        

 ２．時価のない有価証券の主な内容および連結貸借対照表計上額 

その他有価証券 

非上場株式 １，４７１百万円 

その他 ５６百万円 

 

 

デリバティブ取引 

 
当中間期、前年中間期および前期については、すべてのデリバティブ取引についてヘッジ会計を適用しているため記載

を省略しております。 
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５．生産、受注及び販売の状況 
 
（１）生産実績 

当中間期における生産実績は次のとおりであります。 
  

品 目 金額 前年同期比 
 百万円 ％ 

システムサービス ３９，１３３ ＋２．９ 

ソフトウェア ７，６８１ ＋０．５ 

合計 ４６，８１４ ＋２．５ 

 
（２）受注状況 

当中間期における売上区分別受注状況を示すと、次のとおりであります。 
   
区分 受注高 前年同期比 受注残高 前年同期比 

 百万円 ％ 百万円 ％ 

サービス ８５，５４２ △７．９ ９２，８３７ ＋６．７ 

ソフトウェア １７，９６７ ＋１１．６ １７，２９３ △４．７ 

ハードウェア ３８，９８６ ＋２６．４ １６，８８４ △４．３ 

合計 １４２，４９６ ＋１．９ １２７，０１５ ＋３．４ 

 （注）・受注残高については、1年以内売上予定の残高を記載しております。 
・受注高、受注残高については、契約を基準として集計しております。 

 
（３）販売実績 

当中間期における販売実績を売上区分別に示すと、次のとおりであります。 
  
区分 金額 前年同期比 

 百万円 ％ 

サービス ８３，９８３ ＋６．９ 

ソフトウェア １９，４４１ △１７．４ 

ハードウェア ３１，１０４ △１５．６ 

合計 １３４，５２８ △３．２ 
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2006年3月期  個別中間財務諸表の概要               2005年10月31日 

 

上 場 会 社 名        日本ユニシス株式会社                     上場取引所    東 
コ ー ド 番 号         8056                                              本社所在都道府県 東京都 

 

（ＵＲＬ  http://www.unisys.co.jp/ ） 
代 表 者 役職名 代表取締役社長                       氏名 井 勝人 
問合せ先責任者 役職名 執行役員コーポレートコミュニケーション室長 氏名 田﨑  稔 TEL (03)5546－4111 
決算取締役会開催日 2005年 10月31日                                   中間配当制度の有無            有 

中間配当支払開始日 2005年 12月 9日                                    単元株制度採用の有無            有(１単元 100株) 

 

１． 2005年9月中間期の業績(2005年4月1日～2005年9月30日) 
(1) 経営成績 

 売 上 高     営業利益 経常利益 

 百万円    ％ 百万円    ％ 百万円    ％ 

2005年9月中間期 
2004年9月中間期 

    103,186   △3.2 
    106,586   △4.0 

     △2,446       － 
       2,632    701.1 

    △1,049       － 
     3,693    9.4 

2005年3月期     241,793       5,486      7,204 
 
 

中間(当期)純利益 
１株当たり中間 

(当期)純利益 

潜在株式調整後１株当 

たり中間(当期)純利益 

 百万円    ％ 円   銭 円  銭 

2005年9月中間期 
2004年9月中間期 

     △356      － 
     1,651  △33.9 

        △3    37 
         15    43 

         －    
         －    

2005年3月期      3,644            33    70           33   68    
 (注)①期中平均株式数   2005年9月中間期105,660,498株  2004年9月中間期107,036,803株  2005年3月期106,523,292株 

     ②会計処理の方法の変更   無 

     ③売上高、営業利益、経常利益、中間（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率 

 
(2)配当状況 

 １株当たり 

中間配当金 

１株当たり 
年間配当金 

 

 円   銭 円   銭 

2005年9月中間期 
2004年9月中間期 

3  75   
3  75   

――――― 
――――― 

 

2005年3月期 ――――― 7  50    
 
(3)財政状態 
 総 資 産     株主資本 株主資本比率 １株当たり株主資本 

 百万円 百万円 ％ 円   銭 

2005年9月中間期 
2004年9月中間期 

210,370 
174,438 

87,617 
87,287 

41.6 
50.0 

829     18  
818     85  

2005年3月期 195,739 88,185 45.1 834     11  
 (注)①期末発行済株式数     2005年9月中間期 105,666,331株  2004年9月中間期 106,598,761株  2005年3月期 105,658,036株 

     ②期末自己株式数       2005年9月中間期   3,997,193株  2004年9月中間期   3,064,763株  2005年3月期   4,005,488株 

 
２．2006年3月期の業績予想(2005年4月1日～2006年3月31日) 

１株当たり年間配当金  売 上 高     営業利益 経常利益 当期純利益 
期 末  

 百万円 百万円 百万円 百万円 円  銭 円  銭 

通   期     250,000    △4,400    △2,900    △1,700 3  75 7  50 

(参考)１株当たり予想当期純利益(通期)  △16円09銭 

 （注）1. 上記記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。 
   2. 上記の業績予想は、現時点での入手可能な情報による判断および仮定に基づき算定しており、リスクや不確定要素の変動およ

び経済情勢等の変化により、実際の業績は、本資料における見通しと大きく異なる可能性があることをご承知おきください。

     なお、上記の業績予想の前提条件その他の関連する事項については、添付資料の８ページをご参照ください。 

http://www.u
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６．中間個別財務諸表等 
 

中間損益計算書 
 

当中間期   前年中間期 前期 
科目 

2005.4.1～2005.9.30 2004.4.1～2004.9.30 2004.4.1～2005.3.31 

 百万円 百万円 百万円 

売上高 １０３，１８６ １０６，５８６ ２４１，７９３ 
    
売上原価 ８４，４２２ ７９，９７９ １８５，７７２ 

    
売上総利益 １８，７６３ ２６，６０７ ５６，０２０ 

    
販売費及び一般管理費 ２１，２０９ ２３，９７４ ５０，５３４ 

    
営業利益 △２，４４６ ２，６３２ ５，４８６ 

    
営業外収益    
受取利息及び受取配当金 １，２９０ ８０８ １，２９６ 
上場有価証券売却益 ６０ １１９ ２０７ 
その他 ２９６ ４２６ ７５７ 

    
営業外費用    
支払利息 ２０９ ２１４ ４１９ 
その他 ４０ ７８ １２４ 

    
経常利益 △１，０４９ ３，６９３ ７，２０４ 

    
特別利益    
固定資産売却益 １７ ６４ ６５ 
投資有価証券売却益 － ２６８ ２６８ 
その他 ３１ － １７ 

    
特別損失    
投資有価証券評価損 １１６ ６８ ７６ 
特別退職支援金 － １，０５２ １，０５２ 
電話加入権臨時償却費 － ２１６ ２１６ 
その他 ３０ ３２８ ３９４ 

    
税引前中間(当期)純利益 △１，１４６ ２，５７７ ６，０３３ 

    
法人税、住民税及び事業税 ２１ １２ ３１ 
法人税等還付額 － △２０３ △２０３ 
法人税等調整額 △８１２ １，１１７ ２，５６０ 

    
中間(当期)純利益 △３５６ １，６５１ ３，６４４ 

    
前期繰越利益 ５０，０３３ ４６，４７４ ４６，４７４ 

    
中間配当額 － － ３９９ 

    
中間（当期）未処分利益 ４９，６７６ ４８，１２６ ４９，７１９ 
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中間貸借対照表 

 
当中間期 前年中間期 前期 

科目 
2005.9.30 2004.9.30 2005.3.31 

 百万円 百万円 百万円 

(資産の部)    
    
流動資産    

    
現金及び預金 ２２，４５９ ２２，８３５ ２３，４５１ 
受取手形及び売掛金 ５５，５９６ ４６，６１４ ６７，７０１ 
たな卸資産 １４，４９４ ７，８９０ ９，２４１ 
前払費用 １４，５８３ ２，０６８ １，６１２ 
繰延税金資産 ２，８１９ ５，３０４ ３，３５４ 
貸付金 １８，３３５ １５，６４０ １６，２５３ 
その他 ２，３６４ １，５７３ １，８６８ 
貸倒引当金 △６０ △６０ △７７ 

    
流動資産合計 １３０，５９３ １０１，８６４ １２３，４０７ 

    
    
固定資産    

    
有形固定資産    

    
営業用コンピュータ １２，７７６ １７，０６１ １４，６９４ 
その他 ４，６６０ ５，０２６ ４，９０４ 

    
有形固定資産合計 １７，４３６ ２２，０８８ １９，５９９ 

    
無形固定資産    

    
ソフトウェア ２０，７９１ １６，４７４ １８，３２２ 
その他 ２６ ３２ ２９ 

    
無形固定資産合計 ２０，８１７ １６，５０６ １８，３５２ 

    
投資その他の資産    

    
投資有価証券 １１，２０８ １０，１０９ １０，９０８ 
前払年金費用 ６，７４４ ８，２２８ ７，３９４ 
繰延税金資産 ７，３９６ ５，８８０ ６，２０７ 
敷金 ８，５８３ ８，６１０ ８，６９１ 
その他 ８，０７０ １，６６２ １，６７０ 
貸倒引当金 △４８０ △５１３ △４９２ 

投資その他の資産合計 ４１，５２１ ３３，９７８ ３４，３８０ 

    
固定資産合計 ７９，７７６ ７２，５７３ ７２，３３１ 

    

資産合計 ２１０，３７０ １７４，４３８ １９５，７３９ 
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当中間期 前年中間期 前期 
科目 

2005.9.30 2004.9.30 2005.3.31 

 百万円 百万円 百万円 

(負債の部)    
    
流動負債    
    

支払手形及び買掛金 ６１，１８５ ３２，８８７ ４６，３７８ 
長期借入金(1年以内) ５，２４４ ７，８９１ ８，４４６ 
コマーシャル・ペーパー １４，０００ － ６，０００ 
未払法人税等 ８１ ８０ １９０ 
未払費用 ３，８２７ ３，８７８ ４，７７４ 
引当金 ６８１ ７４５ ７５５ 
その他 １１，５９３ １３，４０９ １１，６７４ 

    
流動負債合計 ９６，６１２ ５８，８９２ ７８，２１９ 

    
固定負債    
    

社債 ８，０００ ８，０００ ８，０００ 
長期借入金 １４，６３７ １４，０８１ １５，３７５ 
引当金 ３７１ ３４３ ３５６ 
その他 ３，１３１ ５，８３２ ５，６０３ 

固定負債合計 ２６，１４０ ２８，２５７ ２９，３３４ 

負債合計 １２２，７５３ ８７，１５０ １０７，５５３ 

(資本の部)    
    
資本金 ５，４８３ ５，４８３ ５，４８３ 
    
資本剰余金    
    
    資本準備金 １５，２８１ １５，２８１ １５，２８１ 
    その他資本剰余金 ０ － － 

    
       資本剰余金合計 １５，２８２ １５，２８１ １５，２８１ 

    
利益剰余金    
    
    利益準備金 １，３７０ １，３７０ １，３７０ 
    任意積立金 １６，９２１ １７，６８６ １７，６８６ 
    中間(当期)未処分利益 ４９，６７６ ４８，１２６ ４９，７１９ 

    
       利益剰余金合計 ６７，９６８ ６７，１８３ ６８，７７６ 

    
その他有価証券評価差額金 ２，２８７ １，７９５ ２，０５６ 
    
自己株式申込証拠金 ０ － － 
    
自己株式 △３，４０６ △２，４５５ △３，４１３ 

    

資本合計 ８７，６１７ ８７，２８７ ８８，１８５ 

負債及び資本合計 ２１０，３７０ １７４，４３８ １９５，７３９ 

 百万円 百万円 百万円 

(注) １．有形固定資産 
減価償却累計額 ７１，９０７ ９１，３３８ ７２，９８１ 

 ２．保証債務 ２，９９３ ３，７０４ ３，２７７ 
    




